
 

様式例22 

 

開発許可等不要証明申請書 

 
 

都市計画法施行規則第60条の規定により、開発許可等を要しない旨の証明

書の交付を申請します。 

 

令和  年  月  日  

様 

 

申請者 住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

                                   

 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

                                   

 

電話 （   ）     －      番   

電子メール                   

 

※手数料欄 

１ 
建築しようとする

者の住所及び氏名 

 

２ 
建築地の所在、地

番、地目及び面積 

 
地目 

 

面積 
 

平方メートル 

３ 区 域 区 分 □市街化区域    □市街化調整区域    □その他の区域 

４ 建 築 物 等 の 用 途 
 

５ 
建 築 物 等 の 

構 造 及 び 規 模 

構造 造          建 

面積 
平方メートル 

高さ 
メートル 

６ その他必要な事項 
 

※ 受付欄 
証明年月日及び番号 

令和  年  月  日          第      号 

備考 

 
※ 地方機関名 

注１ 建築しようとする者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

 ２ 「４ 建築物等の用途」は建築地における主要用途を記載すること。 

 ３ 「建築物等の構造及び規模」について、既存の建築物等が存する場合、既存の建築物等に係る内容と今回建築しようとする部分

の内容を２段書で記載し、既存の建築物等に係る内容は括弧書で記載すること。 

 ４ ※印のある欄は記入しないこと。 



 

（申請書裏面） 

手数料             円    ※課員        印 

県証紙貼付欄 

備 考 欄 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

〈 審 査 票 〉 

開

発

行

為

の

有

無 

□

有 

 

□ 

無 

造

成

行

為

の

有

無 

□

有 

 

□ 

無 

造成面積 

㎡ 

盛土高さ 

ｍ 

切土高さ 

ｍ 

性

質

の

変

更 

□

有 

 

□ 

無 

土地の面積 

㎡ 

土地の利用状況 

（      ） 

土地の地目 

（      ） 

公

共

施

設

の

整

備 

□

有 

 

□ 

無 

□里道・水路の改変 

□道路整備 

□公園整備 

□その他 

（       ） 

工事種別 □ 新 築（敷地増の増築を含む。）   □ 改 築   □ 用途変更 

29

条

１

項

２

号 

43

条

１

項

本

文 

農家証明  □ 適   □ 否 

□ 農業等を営む者の住宅 

□ 基準１ 現在住宅を有する場合 

□ 世帯主以外の使用収益権を有する者 

□ 現敷地以外での建替え 

□ その他 

□ 基準２ 現在住宅を有しない場合 

□ 耕作地から 15km以上離れている 

□ 借家に同居する営農者の世帯分離 

□ その他 

□ 農業用施設等 

用途（             ） 

規模  □ 適   □ 否 

耕作面積            ㎡ 

建物の延べ面積         ㎡ 

建築物の構造 

 □ 木造   □ 鉄骨造 

建築物の最高高さ        ｍ 

 

29 条１

項 10号 

43 条１

項２号 

非常災害のため必要な応急措置として行う開発行為及び建築物の新築等 

□ 適           □ 否 

29

条

１

項

11

号 

令

22

条 

□ １号 仮設建築物の建築等に係る開発行為 

□ ２号 附属建築物の建築に係る開発行為 

□ ３号 建築物の増築等に係る開発行為 

□ ４号 建築物の改築等に係る開発行為 

□ ５号 用途変更を伴う小規模な改築に係る開発行為 

□ ６号 34 条１号該当業種の小規模な新築に係る開発

行為 

予定建築物の用途 

（            ） 

 

その他（規模等） 

（            ） 

43

条

１

項 

３

号 
□ 仮設建築物の新築 

４

号 
□ 旧住宅地造成事業区域内の新築等 

５

号 

令

35

条 

□ 通常の管理行為、軽易な行為等 

□ １号 附属建築物の建築 

□ ２号 建築物の改築・用途変更（10㎡以内） 

□ ３号 34条１号該当業種の小規模な建築物の建築（50㎡以内、50％以上ほか） 

□ ４号 土木事業等一時的に使用するための第一種特定工作物の新設 

そ

の

他 

 （例：用途変更を伴わない増改築、旧法 43条１項６号ロ 等） 

備 

 

考 

 

欄 

 
 

 

 

 

 
 

 



 

様式例 22－２ 

 

 

開発許可等不要証明書 
 

 

 

 都市計画法施行規則第 60条第１項の規定に係る開発許可等を要しないことを証明します。 

 

 

  令和  年  月  日  第  －  号 

 

  申請者氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

                      様 

 

 

○印      

 

 

１ 
建築しようとする

者の住所及び氏名 

 

２ 
建築地の所在、地

番、地目及び面積 

 
地目 

 

面積 
 

平方メートル 

３ 区 域 区 分 □市街化区域    □市街化調整区域    □その他の区域 

４ 建 築 物 等 の 用 途 

 

５ 
建 築 物 等 の 

構 造 及 び 規 模 

構造 造          建 

面積 
平方メートル 

高さ 
メートル 

６ その他必要な事項 

 

７ 備 考 

 

注１ この証明書は、都市計画法第53条第１項の許可を要しないことを証明するものではありません。 

２ この証明書（添付図書を含む。）は、確認申請書に添付してください（写しの添付は認められません。）。 

  ３ 申請者（建築しようとする者）、建築物等の規模・構造等を変更する場合は、改めて証明が必要となります。 


